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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

2021年度第１四半期
連結累計期間

2022年度第１四半期
連結累計期間

2021年度

(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

経常収益 百万円 3,210 3,076 12,735

経常利益 百万円 413 431 1,019

親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 518 350 ―

親会社株主に帰属する
当期純利益

百万円 ― ― 729

四半期包括利益 百万円 680 △678 ―

包括利益 百万円 ― ― △480

純資産額 百万円 44,419 42,409 43,173

総資産額 百万円 896,556 882,254 872,824

１株当たり四半期純利益 円 152.77 103.27 ―

１株当たり当期純利益 円 ― ― 215.10

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

円 ― ― ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 ― ― ―

自己資本比率 ％ 4.95 4.80 4.94
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が

ないので記載しておりません。

    ２．自己資本比率は、((四半期)期末純資産の部合計－(四半期)期末非支配株主持分)を(四半期)期末資産の部の

合計で除して算出しております。

 

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある新たな事業等のリスクの発生はありません。また、前事業年

度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の景気は、長引く新型コロナウイルス感染症の影響や資源価格上昇の

影響などを受けつつも持ち直しの動きが見られます。

企業収益は、全体として高水準で推移しているも、回復ペースに一服感があり、業況は横ばいとなっています。

設備投資については、一部の業種に弱さがみられるものの、全体としては持ち直しの動きがみられており、個人消

費についても、サービス消費を中心に緩やかに増加しております。

沖縄県内の景気についてみると、感染症の影響による行動制限が無い中でシーズンを迎えた観光関連産業が広く

景気を下支えし、個人消費とともに緩やかに回復しています。

しかしながら、依然として高い感染状況や、資源価格の高騰などによる下振れリスクの影響が懸念されていま

す。

このような環境のもと、当第１四半期連結累計期間の経常収益については、有価証券利息配当金や預け金利息は

増加しましたが、貸出金利息や株式等売却益の減少などによって、前年同期比1億34百万円減少の30億76百万円とな

りました。

一方、経常費用は営業経費が減少したことなどから、前年同期比1億52百万円減少の26億45百万円となりました。

その結果、経常利益は、前年同期比17百万円増加の4億31百万円となりました。

親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年に特別利益として退職給付制度改定益2億77百万円を計上した反動減

により、前年同期比1億67百万円減少の3億50百万円となりました。

また、当第1四半期連結会計期間末における財政状態について、総資産は、前連結会計年度末比94億30百万円増加

の8,822億54百万円、純資産は、前連結会計年度末比7億63百万円減少の424億9百万円となりました。

主要勘定として、貸出金は、事業性貸出および地方公共団体向け貸出の減少などによって、前連結会計年度末比

80億49百万円減少の5,452億55百万円となりました。

預金は、法人預金は減少しましたが、個人預金および公金預金が増加したことから、前連結会計年度末比96億88

百万円増加の7,524億10百万円となりました。

有価証券は、債券の増加などによって、前連結会計年度末比84億21百万円増加の1,779億81百万円となりました。
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国内・国際業務部門別収支

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第１四半期連結累計期間 2,678 0 ― 2,679

当第１四半期連結累計期間 2,683 0 ― 2,684

うち資金運用収益
前第１四半期連結累計期間

 
2,707

 
0

 
0

(0)
2,707

当第１四半期連結累計期間
 

2,698
0 ―

(0)
2,698

うち資金調達費用
前第１四半期連結累計期間

 
28

 
0

 
0

(0)
28

当第１四半期連結累計期間 14 0 ―
(0)
14

役務取引等収支
前第１四半期連結累計期間 60 1 7 53

当第１四半期連結累計期間 56 1 7 50

うち役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 340 2 7 335

当第１四半期連結累計期間 315 2 7 310

うち役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 280 1 0 281

当第１四半期連結累計期間 259 0 0 259

その他業務収支
前第１四半期連結累計期間 42 9 ― 52

当第１四半期連結累計期間 △1 20 ― 19

うちその他業務収益
前第１四半期連結累計期間 42 9 ― 52

当第１四半期連結累計期間 ― 20 ― 20

うちその他業務費用
前第１四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結累計期間 1 ― ― 1
 

 (注) １．国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住

者取引は国際業務部門に含めております。

２．資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息(内書き)であります。

３．相殺消去額欄は、連結会社間の内部取引消去額を計上しております。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 340 2 7 335

当第１四半期連結累計期間 315 2 7 310

うち預金・貸出業務
前第１四半期連結累計期間 142 ― 0 142

当第１四半期連結累計期間 111 ― 0 111

うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 113 2 0 116

当第１四半期連結累計期間 98 2 0 100

うち証券関連業務
前第１四半期連結累計期間 0 ― ― 0

当第１四半期連結累計期間 22 ― ― 22

うち代理業務
前第１四半期連結累計期間 61 ― 7 53

当第１四半期連結累計期間 53 ― 7 45

うち保護預り・
　　貸金庫業務

前第１四半期連結累計期間 2 ― ― 2

当第１四半期連結累計期間 2 ― ― 2

うち保証業務
前第１四半期連結累計期間 2 ― ― 2

当第１四半期連結累計期間 3 ― ― 3

役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 280 1 0 281

当第１四半期連結累計期間 259 0 0 259

うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 36 1 0 37

当第１四半期連結累計期間 26 0 0 27
 

(注) 相殺消去額欄は、連結会社間の内部取引消去額を計上しております。

 

 
国内・国際業務部門別預金残高の状況

○ 預金の種類別残高(末残)

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第１四半期連結会計期間 804,446 800 174 805,072

当第１四半期連結会計期間 752,375 228 192 752,410

うち流動性預金
前第１四半期連結会計期間 580,343 63 114 580,293

当第１四半期連結会計期間 553,911 62 132 553,841

うち定期性預金
前第１四半期連結会計期間 222,423 ― 60 222,363

当第１四半期連結会計期間 196,882 ― 60 196,822

うちその他
前第１四半期連結会計期間 1,679 736 ― 2,415

当第１四半期連結会計期間 1,580 166 ― 1,746
 

(注) １．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２．定期性預金＝定期預金＋定期積金

３．相殺消去額欄は、連結会社間の内部取引消去額を計上しております。
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国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

○ 業種別貸出状況（末残・構成比）

業種別
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内業務部門     

製造業 17,195 3.09 17,440 3.20

農業，林業 1,898 0.34 2,130 0.39

漁業 357 0.06 382 0.07

鉱業，採石業，砂利採取業 426 0.08 262 0.05

建設業 38,594 6.94 37,575 6.89

電気・ガス・熱供給・水道業 5,700 1.03 5,627 1.03

情報通信業 2,449 0.44 3,081 0.57

運輸業，郵便業 11,564 2.08 10,915 2.00

卸売業，小売業 42,058 7.57 41,437 7.60

金融業，保険業 13,062 2.35 10,687 1.96

不動産業，物品賃貸業 239,816 43.16 236,819 43.43

各種サービス業 74,724 13.45 74,675 13.70

地方公共団体 30,928 5.57 28,264 5.18

その他 76,915 13.84 75,961 13.93

合計 555,686 100.00 545,255 100.00
 

(注) 国際業務部門及び特別国際金融取引勘定分については、該当事項ありません。

 

 
(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定、経営方針・経営戦略等、経営上の目標の達成状況を判断するため

の客観的な指標等、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

前連結会計年度の有価証券報告書における記載から重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

 
(3) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
 
３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,000,000

第１回Ａ種優先株式 500,000

第２回Ａ種優先株式 500,000

計 6,000,000
 

(注)「計」欄には定款で定める発行可能株式総数を記載しており、発行可能株式総数の合計とは一致しておりません。

 
② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年８月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,400,000 3,400,000 該当ありません。
単元株式数は100株であ
ります。

計 3,400,000 3,400,000 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2022年６月30日 ― 3,400 ― 4,537 ― 3,219
 

 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 7,800
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,360,600
 

33,606 ―

単元未満株式 普通株式 31,600
 

― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  3,400,000
 

― ―

総株主の議決権 ― 33,606 ―
 

　　(注) 「単元未満株式」には、当行所有の自己株式30株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

2022年６月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
那覇市久茂地２丁目９番12号 7,800 ― 7,800 0.22

当行

計 ― 7,800 ― 7,800 0.22
 

 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

（1982年大蔵省令第10号）に準拠しております。

 

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自2022年４月１日　至2022

年６月30日）及び第１四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年６月30日）に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

 現金預け金 133,635 142,000

 コールローン及び買入手形 550 246

 有価証券 169,559 177,981

 貸出金 ※1  553,305 ※1  545,255

 外国為替 39 908

 その他資産 6,723 6,754

 有形固定資産 8,725 8,647

 無形固定資産 967 881

 退職給付に係る資産 947 951

 繰延税金資産 1 309

 支払承諾見返 1,679 1,665

 貸倒引当金 △3,312 △3,346

 資産の部合計 872,824 882,254

負債の部   

 預金 742,722 752,410

 借用金 80,000 80,000

 外国為替 5 6

 その他負債 4,160 5,126

 賞与引当金 333 135

 退職給付に係る負債 301 298

 役員退職慰労引当金 239 78

 睡眠預金払戻損失引当金 13 9

 利息返還損失引当金 6 6

 偶発損失引当金 117 108

 繰延税金負債 69 -

 支払承諾 1,679 1,665

 負債の部合計 829,650 839,844

純資産の部   

 資本金 4,537 4,537

 資本剰余金 3,219 3,219

 利益剰余金 33,739 34,005

 自己株式 △27 △27

 株主資本合計 41,469 41,734

 その他有価証券評価差額金 1,555 542

 退職給付に係る調整累計額 113 100

 その他の包括利益累計額合計 1,668 643

 非支配株主持分 34 32

 純資産の部合計 43,173 42,409

負債及び純資産の部合計 872,824 882,254
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

経常収益 3,210 3,076

 資金運用収益 2,707 2,698

  （うち貸出金利息） 2,445 2,368

  （うち有価証券利息配当金） 240 274

 役務取引等収益 335 310

 その他業務収益 52 20

 その他経常収益 ※1  115 ※1  46

経常費用 2,797 2,645

 資金調達費用 28 14

  （うち預金利息） 27 16

 役務取引等費用 281 259

 その他業務費用 - 1

 営業経費 2,417 2,323

 その他経常費用 ※2  69 ※2  45

経常利益 413 431

特別利益 277 4

 固定資産処分益 0 4

 退職給付制度改定益 277 -

特別損失 0 0

 固定資産処分損 0 0

税金等調整前四半期純利益 691 436

法人税、住民税及び事業税 22 32

法人税等調整額 150 55

法人税等合計 173 88

四半期純利益 517 347

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △0 △2

親会社株主に帰属する四半期純利益 518 350
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

四半期純利益 517 347

その他の包括利益 163 △1,025

 その他有価証券評価差額金 236 △1,013

 退職給付に係る調整額 △73 △12

四半期包括利益 680 △678

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 681 △675

 非支配株主に係る四半期包括利益 △0 △2
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって

適用することといたしました。これにより投資信託財産について市場価格の有無、重要な解約制限の有無及び基

準価額を時価とみなす取扱いの可否等の判定を行い、時価を算定することといたしました。

　なお、この変更による当第1四半期連結財務諸表への影響はありません。

 
 
（追加情報）

　　（新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する会計上の見積り）

　当第１四半期連結会計期間における新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り及び当該見積り

に用いた仮定については、前連結会計年度の有価証券報告書の「第5　経理の状況　１　連結財務諸表等（１）連

結財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載した内容から重要な変更はありません。

 
 
（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権

は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証してい

るものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によるものに限る。）、貸出

金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記

されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）で

あります。

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 692百万円 734百万円

危険債権額 7,653百万円 7,838百万円

三月以上延滞債権額 ―百万円 ―百万円

貸出条件緩和債権額 9,017百万円 11,122百万円

合計額 17,363百万円 19,694百万円
 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

 
（四半期連結損益計算書関係）

※１　その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 
 
 

前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年６月30日)

償却債権取立益 39百万円 17百万円

株式等売却益 63百万円 7百万円

偶発損失引当金戻入額 ―百万円 9百万円
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※２　その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 
 
 

前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年６月30日)

貸倒引当金繰入額 ―百万円 34百万円

株式等償却 18百万円 ―百万円

偶発損失引当金繰入額 1百万円 ―百万円
 

 
 
（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年６月30日)

減価償却費 191百万円 190百万円
 

　

 
（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自 2021年４月１日　至 2021年６月30日)
　
１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月24日
定時株主総会

普通株式 84 25 2021年３月31日 2021年６月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
当第１四半期連結累計期間（自 2022年４月１日　至 2022年６月30日)

　
１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月23日
定時株主総会

普通株式 84 25 2022年３月31日 2022年６月24日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

 
（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　 前第１四半期連結累計期間（自 2021年４月１日　至 2021年６月30日）

当行グループは、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
　 当第１四半期連結累計期間（自 2022年４月１日　至 2022年６月30日）

当行グループは、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（金融商品関係）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比して著しい変動が認められ

ないため、記載しておりません。

 
 
（有価証券関係）

※　企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるもの

は、次のとおりであります。

 

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度(2022年３月31日)

該当事項はありません。

当第１四半期連結会計期間(2022年６月30日)

該当事項はありません。

 

２．その他有価証券

前連結会計年度(2022年３月31日)

 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 2,516 3,586 1,069

債券 157,923 157,151 △772

 国債 89,204 88,389 △815

 地方債 32,853 32,873 20

  社債 35,865 35,888 22

その他 4,944 6,833 1,888

合計 165,385 167,571 2,185
 

 

当第１四半期連結会計期間(2022年６月30日)

 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 2,596 3,676 1,079

債券 167,189 165,162 △2,026

 国債 91,120 89,103 △2,016

 地方債 40,497 40,500 3

  社債 35,571 35,558 △12

その他 5,465 7,152 1,687

合計 175,251 175,991 740
 

　（注）その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落している場合、当該時価を

もって四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第1四半期連

結累計期間（連結会計年度）の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

　   　前連結会計年度における減損処理額は、20百万円（うち株式20百万円）であります。

     　当第１四半期連結累計期間における減損処理額はありません。

     　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に比べ50％以上下落している

場合は著しい下落と判断し、30％以上50％未満下落している場合は、過去一定期間の時価の状況や発行会社

の信用リスク等を勘案し判定しております。
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 （収益認識関係）

　　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
　　至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
　　至　2022年６月30日）

経常収益

　うち役務取引等収益

　　　預金・貸出業務

　　　為替業務

　　　証券関連業務

　　　代理業務

　　　その他

3,210

335

142

116

―

53

22

3,076

310

111

100

22

45

31
 

　（注）上表には企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に基づく収益も含んでおります。

 
 
（１株当たり情報）

　　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 

  
前第１四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
至　2022年６月30日)

１株当たり四半期純利益 円 152.77 103.27

(算定上の基礎)    

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 518 350

普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 518 350

普通株式の期中平均株式数 千株 3,392 3,392
 

　(注) なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないので記載しておりません。

 

 
（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 
 
２ 【その他】

　該当事項はありません。

 

 
 

EDINET提出書類

株式会社　沖縄海邦銀行(E03683)

四半期報告書

16/19



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年８月10日

株式会社 沖縄海邦銀行

取締役会 御中
 

 

EY新日本有限責任監査法人  
 

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京事務所
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 田　　島   　　　昇  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 川   口   輝   朗  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社沖縄海

邦銀行の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社沖縄海邦銀行及び連結子会社の2022年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
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められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 
 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

株式会社　沖縄海邦銀行(E03683)

四半期報告書

19/19


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

